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1.は じめ に

これまで管理会計においては,設備等の投資意思決定に関する研究は,｢資

本予算 (capitalbudgeting)｣研究の枠組みの中で行なわれてきた｡中でも,

設備投資案の経済性評価技法に関する研究は,管理会計における中心課題 と位

置づけられ数多 くなされてきたl)｡そうした研究を受け,管理会計のテキス ト

でも,資本予算を取 り上げた章は,経済的評価技法の説明を中心に展開されて

いる2)0

*本稿作成に当たり,日本電気㈱経理部長ならびに日本電気システム建設㈱専務取締

役を務められた安部彰一氏には,2009年2月25日,4月30日,8月3日と3日間に

わたりヒアリング調査のご協力および本稿の校閲までも賜った｡安部彰一氏の格別

のご配慮とご厚意に心より御礼申し上げる｡

1)清水,加登,梶原,坂口 (2008)p.29｡また,杉山 (2002)は第3章に ｢資本

予算研究小史｣を設け,資本予算の研究が経済性評価技法の生成 ･発展を中心に

進められたことを歴史的に示している (pp.46-65).さらに,山本 (1994)は,

管理会計における資本予算の研究は ｢計算合理的に行われる投資決定の解答用意

機能を果たすべき｣(p.121)ためになされてきたと述べている｡

2)例えば,典型的な管理会計のテキスト,KaplanandAtkinson(1998)では,｢い

かなる新規投資案も,明示的あるいは暗黙的に,その新鹿投資案に着手しない場

合と比較して,評価がなされる｡新規投資案の望ましさは,この案がどのように

評価されるかによって決まる｣(p.598)と,Horngren,Stlndem andStratton

(2002)では,｢資本予算には,(1)将来性のある投資案の識恥 (2日意思決定を

支援するためのデータの収集をも含む)どの投資案を実施するかの選択,(3般 資

案の事後的な監視,つまり ｢事後監査｣,という3段階がある｡通常,会計担当

者は第1段階には加わらないが,第2,第3の段階で重要な役割を果たす｣(p.436)
といった記述が,資本予算の章の導入部におかれ,経済的評価技法の説明に大部
分の紙面を割いている｡
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だが,企業内で管理会計に携わる実務家たちは,資本予算に関する大部分の

記述を経済性評価技法に割く現状の管理会計体系に不満を示しているという｡

それは,どのようなプロセスを通じ,投資案件の計画,実行,評価がなされる

のかといった資本予算のマネジメント･プロセスに関する具体的記述に欠けて

いるからだという3)0

これまで資本予算のマネジメント･プロセスに関する研究がなされてこな

かった訳ではない｡しかし,その多くは質問票調査を主たる研究手法とし,｢理

念的に資本予算のプロセスを捉えようと｣4)するものであった｡そのため,｢ど

のような財務的な事後評価,事前の採算性チェックを企業が実施し,その場合

にいかなる情報収集が企業内で行われているのかというようなことについ

て｣5),具体的に明らかにすることが困難であった6)｡従って,今後の資本予

算研究の課題は ｢個別計画の設定,実行,評価や期間計画の設定,実行,評価

というプロセスなど,企業における公式的なプロセスの実態を明らかにする｣7)

ことにある｡ それを行なう上で適切な研究手法は,資本予算のマネジメント･

プロセス全体を熟知している実務家へのヒアリング調査である｡

筆者は幸運にも,日本電気株式会社における資本予算のマネジメンt･プロ

セスを熟知している実務家にヒアリング調査を行なう機会を得た｡そこで,本

稿では,そのヒアリング調査を通じて得た知見を基に,日本電気において,全

社 レベルに影響を及ぼす設備投資案が,どのようなプロセスを経て実施されて

3)安部彰一氏へのヒアリング調査による｡安部氏は,例えば,設備等に関する投資
は,投資案の計画立案から実現まで,必ずしも1年以内にすべてが展開されるわ
けではないため,投資案の計画が年次予算 (特に現金収支予算),さらに中期計

画とどのように結びついているかことについてまで言及されなけれ普,実務に応
用できないと述べている｡

4)清水,加登,梶原,坂口 (2008)p.380

5)清水,加登,坂口,河合 (2008)p.120
6)同じく資本予算に関するアンケート調査を行なった山本 (1998)も ｢すべての組

織に有効な単一の資本予算システムは,理論上にしか存在しない｣(p.17)と述
べている｡

7)清水,加登,梶原,坂口 (2008)p.380
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いるのかを明らかにしようと考える8)0
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2.設備投資のマネジメント･プロセス･モデル

典型的な管理会計理論においては,設備投資のマネジメント･プロセスは,

①投資の必要性の認識 - ②代替案の探索 ･情報の収集 - ③経済性評価 -

①最適案の選択 - ⑤実行 ･事後評価といったプロセスで実行されると説明さ

れる｡

だが,企業における設備投資に係る実態調査を行なった清水,加登,坂口,

河合 (2007)によれば,こうした典型的な理論モデルは現実のプロセスとは,

全 く異なるものだという｡そして,彼らは調査で得た知見に基づき,設備投資

のマネジメント･プロセスを,図表 1のような形として描き出している｡

投

資
の

き
っ

か
け

清水,加登,坂口,河合 (2007)p.66｡

図表 1 設備投資マネジメントのプロセス

設備投資のマネジメント･プロセスは企業ごとに,そして投資案件ごとに

よって異なる｡ 従って,一つの標準形として実務で行なわれている設備投資の

マネジメント･プロセスを示した清水,加登,坂口,河合 (2007)の研究は意

8)管理会計ではなく,内部組織の経済学という視点からの研究では,浅沼 (1982a),
浅沼 (1982b)が設備投資のプロセスを解明するため,日本電気を含む電気機械
器具メーカー6社にヒアリング調査を行なっている｡
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義深い｡ しか し,このモデルからは,企業内のどういった関係者が,どのよう

に設備投資に関与 しているのか判明しない｡そこで,本稿では,特に企業内の

どういった関係者が,企業内の設備投資に関与するのかに着 日し,そのプロセ

スを示すことにする｡

3.日本電気における設備投資の意思決定9)

3-1 設備投資の指針制定の背景

日本電気はグループとしての売上高 4兆2,156億円 (2009年 3月期),従業員

数14万3,327人 (剛 のエ レクトロニクス企業である｡現在,同社の事業は IT

ソリューション事業,ネットワークソリューション事業,エ レク トロンデバイ

ス事業 といった電気機器事業全般に及ぶ｡

電話機 ･交換機の製造会社として1899年に創業 した日本電気は,政府や電電

公社が行なってきた電話網整備計画とともに,企業規模を拡大 させた10)｡そ

して,戦後は電話機に代表 される通信機器から,半導体や電子計算機などのエ

レク トロニクス事業に本格的に進出した｡倶給する製品の種類があまりに多種

多様 となり, しかも製品ごとの技術特性 も幅広 くなったため,1965年,同社は

事業の範囲と事業部長の責任を明確化させ られる事業部制組織- と,企業親織

を再編 した (国表 2参照)ll)0

本社経理部 もその組織体制に合致する ｢事業部制計算制度｣を制定 し,事業

部長が自ら事業部の損益や現金収支の管理を行なうことを支援するツールを捷

9)本節の内容は,日本電気㈱経理部長を務められた安部彰一氏へのヒアリング調査

に基づく｡

10)同社の創業から1960年代までの概況は,前田 (2007)および前田 (2008)を参照｡

ll)安部 (1995)は,日本電気が属する ｢高度に技術集約的なエレクトロニクス産業

において,技術は,まさしく競争優位の源泉で｣(p.196)あり,そうした経営

環境に対応するため,同社においては,製品の技術特性に基づく事業部制組織が

敷かれたという｡1965年のこの組織変革の経緯については,前田 (2009)を参照｡

なお,同社において最初に事業部制組織を導入したのは,1961年のことであるが,

その組織は職能別組織の色彩が強かった｡
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ーlllI 有線 通信 事業部

私 設交換機事 業部

電子 交換 開発 一事業本 部

伝 送通信事業 部

無 線通信専業 部

随時フィリピン
通信施試建設部

l_______________l
円本電気 編 (2001)『資料編』p.449を一部修正して作成O

図表2 日本電気の組織図 (1965年)

供 した12)｡さらに,経理や人事をはじめ,本社の各スタッフ部門から事業部

に人員が派遣され,｢事業計画室｣と呼ばれる事業部長のスタッフが置かれる

12)日本電気 轟 (2001)によれば,｢事業部制計算制度｣ は改訂を経て,1967年末ご

ろに定着するようになったという (p.578)｡
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ようになった｡こうして,事業部長は事業部の管理を十分に遂行するだけの権

限と機能を有するようになった｡だが,資金調達はあくまでも本社の財務部が

担っており,事業部が独自に資金調達を図れた訳ではなかった｡

1960年代後半,高度経済成長と相まって,日本電気は生産能力の増強を図る

必要性に迫られた｡その際,同社は労働力を確保しやすい地方に工場を建設す

る方針を立てた｡その設備投資に当たってほ,｢単なる労働力不足の解消では

なく,地方工場に適した機種に絞って専門工場を計画し,同時に,収益性 ･効

率性の基準を設けて計画を進行｣13)させていった｡その結果,日本電気100%

出資の生産子会社が地方各地に,続々と設立されることになった｡

1960年代後半から日本電気は,積極的に設備投資を図ってきたが,1970年代

の ドルショックと石油危機をきっかけに,同社は設備投資を慎重に行なうよう

になった｡それはドルショックと石油危機によって,一時期,日本電気の資金

繰 りが悪化したからである｡ 資金繰りの悪化を経て,同社は,現金収支の管理

が非常に重要であると改めて認識するようになったという｡ その結果,現金収

支管理の強化が図られ,設備投資の現金収支も厳しくチェックされるように

なった｡これを受け,1977年,｢投資評価要領｣が制定された｡

石油危機と1970年代後半からの円高に対応するために,日本電気は生産性の

向上を図った｡生産性向上には設備投資が欠かせないが,その投資額は巨額で

ある｡ しかも,日本電気が供給する製品は非常に多いため,各事業部の要求を

そのまま認めていたのでは,いくら資金があっても足 りない｡ある程度,事業

を放 り込んでいく必要があった｡そこで,日本電気では,当時,流行していた

PPM(ProductPortfolioManagement)の手法を導入して,選別した事業に

資金を投 じることにした14)｡こうして投資評価要領に,PPMの手法や思考を

13)日本電気 衝 く2001)p.4620

14)浅沼 (1982a)は,1979年12月～80年3月と1981年12月～82年3月にわたり,冒
本電気を含む電気機械器具メーカー6社を訪ね,設備投資決定のプロセスの研究

を行なった｡そして,その論説で ｢PPMの手法について紙数を費やしたのは,
この調査の対象とした会社のほとんど全部で,少なくとも本社スタッフの間では,
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加えて制定されたのが,1982年の ｢設備投資ガイ ドブック｣ であった｡

すなわち, 日本電気における設備投資案の評価は,｢投資評価要領｣や ｢設

備投資ガイドブック｣ といった規程に基づいて行なわれるものである0

3-2 日本電気におけるSBU

日本電気の大部分の事業部はそれぞれ,基盤技術や市場特性が異なる複数の

製品群を手掛けている｡換言すれば,多くの事業部の内部には,基盤技術や市

場特性を同じくする単位がいくつか存在する｡こうした共通の基盤技術や市場

特性を持つ単位を ｢戦略的事業単位 (StrategicBusinessUnit:SBU)｣という｡

ただ,単一製品しか手掛けていない事業部もあり,その場合は事業部とSBU

が一致する｡

PPM の思考に基づいて ｢設備投資ガイ ドブック｣を導入する際,事業部単

位だけでなく,同社の経理部門はSBU単位の会計情報,つまり損益計算や現

金収支計算を行なうようになったという｡ さらに,中長期事業計画や年度予算

についても,事業部はSBU別に作成,編成するよう規定されていた15)｡その

ため,社長をはじめとする経営陣に,事業部長が自部門の事業計画を説明する

際は,SBUごとに説明することが基本になっているという16)0

多かれ少なかれこの手法が研究された形跡があり,この手法の概念的枠組が,本

社スタッフとの面接のさいに,本社スタッフと筆者との間に,ある程度,共通の

思考の枠組みを提供｣(pp.142-143)したと述べ,複数の事業部を有する企業の

設備投資プロセスにおいて,PPMの手法が利用されていることを示している｡

15)安部氏によれば,本社企画部がPPMの手法を導入しようとした際,本社企画部
はSBUの位置づげを行なうこと,およびそれに必要なSBUごとの会計情報を

収集できるシステムの構築しか考慮していなかったという｡ しかし,SBUごと
に会計情報を収集できるのであれば,それを中長期計画や予算制度と結び付ける

べきと本社経理部が主張し,それが実施されるようになったという｡

16)安部氏によれば,日本電気においては,事業計画 ･利益計河をSBU別にプラン

ニングすることが基本原則である｡そして,この事業計画は,財務的なキャッシュ
フローも含め,立案されるものだという｡
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3-3 設備投資意思決定の枠組み

事業部制組織を前提に行なわれる日本電気における設備投資意思決嘉では,

最終決裁を誰が行なうかといった点から,投資案件を大きく2つの種類に分け

ている｡ 1つは,意思決定を事業部の責任で行ない,事業部長が最終決裁する

｢事業部 レベルの設備投資案｣｡ もう1つは,事業部が投資案を起案 して,本

社経営陣が承認 ･最終決裁する ｢全社 レベルの設備投資案｣ である｡後者の全

社 レベルの設備投資案を,同社では ｢CBP(CorporateBusinessPlan)｣ とし

ている (図表 3参照)0

後述するが,より正確に言えば,｢全社 レベルの設備投資案を含むSBUビ

ジネスプラン｣のことが,CBPと呼ばれる｡

国表3 El本電気における設備投資意思決定の枠組み

最終決裁のレベル 起案 .決裁のプロセス

事業部レベル 事業部内で起案され,事業部長が最終決裁

CBPと呼称される投資案とは,具体的には下記の項 目を含む内容の投資案

件のことである｡

(∋ 急速に拡大する事業

② 事業業績にインパク トの大きい事業

③ 多額の資源投下を要する事業

① 他事業グループとの関係の深い事業

⑤ 新製品の企業化事業

⑥ 会社の設立,資本参加

⑦ 工場の新増設

⑧ 戦略的基盤共通技術の開発研究

CBPとして扱われる設備投資案は,全社的なレベルで意思決定を要する投

資案であるために,CBPとして扱われる｡それは投資案件の内容の問題であり,



日本電気における設備投資プロセスの研究 197

投資額の多寡によりCBPか否かが判断されることはない｡しかし,上記の項

目にあてはまる設備投資案か否か,事業部では判断に迷う案件も存在する｡そ

うした案件が提起された場合,事業部は本社企画部に問い合わせ,その意見を

聞いた上で,CBPに該当するか否か判断することになるという｡

また,事業部の中期計画あるいは年度予算を経営陣に説明する際,設備投資

に関連する話題が出ることもある｡その際,社長をはじめとする経営陣が,そ

の設備投資案を含むビジネスプランをCBPとして提出するよう,そうした会

議の場で直接指示することもあるという｡

本稿では,このCBPについて具体的に考察する｡

3-4 全社レベルの設備投資案の流れ

日本電気における全社レベルの設備投資案は,図表4のような流れで実施さ

れる｡

〔1)④事業方針 ･目標,⑧事業戦略

全社レベルの設備投資案についての意思決定は,まず事業部の ｢事業方針 ･

事業目標｣および ｢事業戦略｣ から始まる｡これはそれぞれの事業部が,日本

電気の一分野を担う部門として,どういった役割を果たすのかといった方針や

目標を立て,それに基づいて,事業部としての戦略が策定される段階である｡

当然のことながら,事業部の方針 ･目標や戦略は,各事業部が自由に決める

ものではなく,日本電気全体の企業方針 ･目標,そして企業戟略を受けて,設

定される｡

(2)◎ppM

日本電気の経理部門は,SBU単位の会計情報を作成している｡それにより,

事業部長は自部門内のSBUがどのような状況かを把握できる｡また,複数の

SBUを抱える事業部長が,限りある経営資源をそれぞれのSBUにどのように

配分すべきか考える際にも,そうした情報が利用される｡SBU単位の会計情
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ヒアリング調査に基づき作成｡

図表4 CBPのフローチャート

報などを得た事業部長は,PPMの手法を用い,それぞれのSBUへの資源配分

の優先順位を決定している｡

ppM とは,｢ProductPort丘)1ioManagement｣の略である｡ 日本電気におけ

るこの手法は,本社企画部が製品ポー トフォリオ ･マネジメント (PPM)の

手法を同社の実態に合うよう改良したものである｡PPMを利用することで,
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事業部長や事業計画量のスタッフは,自部門のSBUを事業戦略に基づいて位

置づけることができる｡さらに,その結果を策定 ･決定した事業戦略あるいは

事業方針 ･事業目標にフィードバックさせ,その修正 ･是正措置を講じること

もできるようになっている｡

(3)⑧sBUビジネスプラン,⑥中長期事業計画+中長期資金計画

PPMを利用し,事業部長はそれぞれのSBUを位置づけ,その結果を受けて,

SBUの責任者はビジネスプランを作成する｡

SBUのビジネスプランを作成する過程で,SBUの生産計画や販売計画など

が立てられる｡ そして,場合によっては,既存の設備だけでは市場需要に応え

られないことも判明する｡例えば,市場が求める製品価格を実現させるために

は,原価低減を図る必要があり,そのためには生産性の高い新型設備を導入し

なければならない｡あるいは新製品開発に備え基盤技術の開発を進めておかな

ければならない等である｡SBUで設備投資が必要と考えられれば,そのSBU

内でプロジェクトが発足し,設備の基本仕様を決めて,設備投資を考慮したビ

ジネスプランが立案される｡

SBUから事業部長に宛て,｢設備投資案を含むSBUのビジネスプラン｣ が

提案された場合,事業部長および事業計画室のスタッフなどは,その経済性な

どを評価することになる｡事業部内での経済性評価は,事業部ごと異なり,冒

本電気全体で統一されている訳ではない｡また,本社から事業部に一律の基準

を指示している訳でもないという｡ 従って,その設備投資案を含むSBUのビ

ジネスプランを,SBUのビジネスプランとして承認するか否かの方法やその

判断は,最終的には事業部長に委ねられている｡

設備投資案を含むSBUのビジネスプランは,事業部の中長期事業計画と連

動していなければならない｡それは,設備投資案は,提起から実施までに数年

を要することが多々あり,実施までの各ステップが可視化されていなければ,

実現できないと考えられているためである｡また,中長期的な資金面での裏付

けがなければ,設備投資案を含むSBUのビジネスプランは,画に措いた餅に
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終わってしまう｡そのため,同社においては,SBUビジネスプランが,自ず

と事業部の中長期事業計画や財務計画と結び付けられるように,提出書類の形

式などが整備されている｡

事業部長の承認を得た設備投資案を含むSBUのビジネスプランが,全社 レ

ベルの設備投資案に該当する場合,本社経営陣の承認 ･決裁を仰がなければな

らない｡そこで,事業部長は,｢全社 レベルの設備投資案を含むSBUビジネ

スプラン｣をCBPとして起案する｡

つまり,日本電気では,例えば,1工場の建設や,組立工程2ラインの設置,

機械設備 3台の導入といった設備投資案をCBPと呼んでいない｡そうした設

備投資対象だけを取 り出すのではなく,設備投資案を含むSBUビジネスプラ

ン全体をCBPと呼び,それを設備投資意思決定における審議対象としている｡

換言すれば,同社において,設備投資の意思決定を行なう際,審議対象となる

会計実体は,個々の設備投資対象ではなく,SBUビジネスプランなのである｡

(4)(臣cBPの審議 ･決裁

CBPの審議 ･決裁は,投資評価実施手続に則って行なわれる｡

起こされた起案は,通常常務会で審議され,その上で承認か否かが決まる｡

しかし,実際には常務会以前の,｢設備起案検討会議｣の段階で実質的な審議

が行なわれるのだという｡この会議は,定期的に開かれるものではなく,必要

に応じて開催される｡設備起案検討会議には,常務会メンバーや本社のスタッ

フ部門長などが参加し,そこで,CBPについて事業部長からプレゼンテーショ

ンがなされる｡

また,設備起案検討会議にかける以前に,設備投資を考えている事業部は,

CBPの原案を本社企画部や本社経理部門に説明して意見を求め.内諾を得て

おく必要がある｡

設備起案検討会議におけるCBPの審議は,次のような点について行なわれ

る｡

@ 事業環境の見通し
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① 市場競合状況

㊤ 事業の方針 ･目標

④ 製品及び技術開発計画

㊤ 販売計画

① 資金の問題

④ 効率の問題

① 他事業とのシナジー

G) 事業遂行上の問題
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審議における重要な点は, 1つ 1つの設備投資対象を評価するのではなく,

その設備が必要とされるSBU全体に,設備投資を行なうとどれだけのメリッ

トがもたらされるのかを評価していることにあるという17)0

評価は,単に経済性だけを見るのではなく,なぜ SBUがそうした設備投資

を必要としているのかに主眼をおき,次にそれが経済的に見合うものか否かで

判断するのだという｡

また,前述のように日本電気は非常に現金収支の管理に厳しい｡そのため,

その設備投資がどれくらいの期間で回収される案件かでも判断される｡つまり,

設備投資が回収期間法でも評価される｡それは,日本電気が属するエレクトロ

ニクス産業では,技術革新によって製品のライフサイクルが非常に短く,急い

で投資額を回収しなければ,回収できなくなってしまうリスクが高まるためで

あるという｡つまり,日本電気が回収期間法を非常に重視しているのは,その

手法が同社の経営実態に合うものだからである｡

CBPが承認されれば,決裁されることになる｡ その決裁が本社経営陣のど

のレベルで行なわれるのかは,投資額によって異なり,その基準は非常に細か

く定められているという｡

17)安部氏によれば,SBU別の採算評価が日本電気では基本であり,個々の設備を

導入した場合に関する経済的評価は一切行なわず,日本電気では,設備を導入し
たSBUがそのプロジェクトが実施された場合,どのように収益が変化するかを
評価するという｡
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承認 され た

CBI)

事 業 部

損益 予算

事業部

現金収支予算
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事 業部 にお け る設備 予算 の標 準的 な フ ロー

当該年 度の投資方針 の指示

設備投資原案 の積 み上げ

事 業部長 に よる ヒア リング

投資の分布 バ ランスのチェ ック

事業部全体 の

投資効率 のチ ェ ック

事業部 の資金枠 との整合

事 業 部

設備 予算 案

事業部-設備 予算配分

(S】3日 のプ ロジェク ト別)

本社 .予算会議等での

･全社収支枠

･投資効率比較

全社設備予算
最終決定

ヒアリング調査に基づき作成O

図表5 設備予算編成までの流れ

(5)◎短期事業計画+資金計画,⑪設備予算

CBPが決裁されれば,事業部は決裁されたSBUのビジネスプランをまとめ,

事業部としての短期事業計画を作成する｡つまり,その設備投資案を含んだビ

ジネスプランを実行できるように予算化することになる｡設備予算編成の流れ

は,図表 5の通りである｡

事業部の短期事業計画 (損益予算 ･資産負債計画)は,当然のことながら,
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事業部のその年度の資金計画 (現金収支予算)と連動して作成される｡また,

各事業部の予算が稔合されて企業予算となる｡従って,全社的なキャッシュフ

ローの状況から,CBPとして認められた設備投資案への予算が,半減されたり,

次期に練り延ばすよう指示されたりすることもあるという｡

従って,いくらCBPとして認められ,回収できる投資だからといっても,

そのまま設備予算に計上される訳ではなく,事業部としてのキャッシュフロー

の状況や,全社としてのキャッシュフローの状況次第では,投資額が抑制され

ることもある｡ また,逆にキャッシュフローの状況を厳しくするような投資で

ち,戦略的に重要だと考えられれば,そのまま認められることもあるという｡

そして,設備予算として予算化されれば,設備の発注が行なわれる｡

3-5 設備予算としての事後評価

日本電気における設備投資の評価は,設備予算の達成状況を通じて評価され

る｡

毎月,事業部長以上の幹部会議で,事業部ごとSBUレベルで業績状況,チ

算達成状況が説明されていく｡ 日本電気における予算体系は図表 6の通りであ

る｡

このうち,損益予算や現金収支予算の設備支出予算に,設備投資の効果が反

映される｡

また,経理部門は,SBU別の会計情報を各事業部門に提倶している｡これは,

事業部がSBU別に予算を編成すると,経理部門はSBU別のコードを設け,

事業部がそのコードを入力すれば,すぐに予算と実績とを比較した情報が提供

されるようになっているという｡
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A.損益予算 l

営業予算

製造予算

研 究費予算

販 売 費 予 算

般 管理 費 7,罪

受注 7,第

売上 高予 算

付替高予 算

売上原価 予算

付替原 価予算

製造経費予算

資材費 7,寡

付帯受 原 価拝予算

売上債権計画

棚卸資産計 画

固定資産計画

投融資計画

買掛 ･女手計画

前受金計 画

売上入金予算

資材費支 出予算

人件費支 出 7,算

経費支 出予算

設備支 出予算

投融資予算

ヒアリング調査に基づき作成O

図表 6 日本電気における予算体系

4.む す び

本稿では,日本電気の,全社レベルに影響を及ぼす設備投資が,どのような

プロセスを経て実施されているのかを明らかにしてきた｡そこで,明らかになっ

た知見は,下記の3点である｡
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① 日本電気の設備投資意思決定で,審議対象の会計実体は,建設や設置さ

れる設備ではない｡典型的な管理会計理論で明らかにされているような,

設備そのものの経済性評価で判断するということが行なわれてない｡同社

における設備投資意思決定で,審議対象の会計実体は,設備投資案を含む

SBUビジネスプランである｡それが必要か否か,それが経済性に合理的

なものか否か,そして,投資を回収することができるか否かで判断される｡

② 設備投資案を含むSBUビジネスプランが承認 ･決裁されても,事業部

や全社のキャッシュフロー状況との兼ね合いから,設備予算の中で調整さ

れ,設備投資が行なわれる｡つまり,同社の設備投資案の意思決定プロセ

スでは,設備投資が妥当か否かを問うためのCBPの審議と,それを実現

させる資金的裏付けの設備予算という2つの段階が,重要な鍵となってい

る｡

③ 設備投資の事後評価は,それを含むSBUビジネスプランの業績評価や

予算達成状況という形で行なわれる｡

本稿の意義は,冒頭で述べたように,これまで,具体的な個別企業における

設備投資の意思決定プロセスを明らかにした研究が少ない中,これを明らかに

した点である｡

【付記】本稿は,科学研究費補助金 (若手研究 (スタートアップ)課題番号20830005)

による研究成果の一部である.
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